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「北限J稲作地帯における
農民の兼業問題と学習課題

減反政策下の北海道・名寄市A集落の事例 ー

朝間幸彦

1 はじめに

札醜から北へ 213キロ、夏季(5-9月)の平均気温 16. 1伎という道北の寒冷地に「北眼j稲

作地管・名寄市はある。稲作減反政策の下で北海道の稲作自体が「稲作不適地Jの熔印を押さ九米

生産から排除されようとしている状況で、 ζのような「北限Jの稲作に対する風当たりがいかに強い

ものであるか想像に難くない。事実、 1980年には北海道は全闘の稲作転作実施部積の約 1/5に

あたる 11 1. 547 haの転作を実施、国本地面積の 41.7%を転作した。 ζのうえ道内でも減反割当

ての傾斜配分がなされているため、名答子市を含む上川北部・網走地方には道央 f稲作中核地帯jIζ比

べて一層厳しい減反率が割当てられている。ちなみに 1980年の名寄市における稲作転作実施務積は

1.0 8 2 h a 、国本地面積の 52.4%にも及んでいる。

とはいえ、 ζζで使われている f北限j稲作地帯という言葉8体に多くの問題がある ζとを指織し

ておかなければならない01)もともとよ)11北部・網走地方は、①日本の農業政策の中でほぼ一貫して

米穀需給の f調節弁Jの役割をになわされてきており、③機械化の進展による農業生産力水準ではほ

ぼ「稲作中核地帯J並みに逮していながら、土地改良や基盤整備など基幹的農業投資の不足から依然と

して全体の生産力水準が低位不安定であるo③そして ζのような基幹的農業投資の脆弱な基盤が農業

の多面的発展の可能性を制約し、全体としての農業生産力の不均等な発展を生み出してきた。 ζ

のような事情から ζれらの地域は「北限J稲作地帯L口稲作限界地)という多分に政治的熔印を押さ

れているにすぎない。現に名寄市の北半の智恵文地区が稲作減反政策下で水砲のほとんどを転作して

畑作地帯に変貌しているのに対し、南半の名等地区ではモチ米生産的の積極的な導入によって日凶器

の稲作を守りつづけている。 ζのように何回良j穏作地帯という言葉の背後にある自然条件の厳しさ

そのものをも、充分な碁幹的農業投資と農民の主体的な努力によって克服しうる生産力段階にある ζ

とを念頭に置く必要がある。

また、 ζの過酷な第2次稲作減反政策の展開過程は同時に日本資本主義の附党副段階(=構造不

況期〉でもある。これにより、それまで労働力流動化政策のもとで離農・業兼化を強られてきた農民労働力

は労働市場の縮少によって急速に反発され伶稲作農民は減反と兼業機会の縮少という二重苦の中で新

たな動向を示しつつある。 19 8 2年度目本農業経済学会における中安定子氏の共通課題報告『低成

長下の兼業農家J3)は、 ffJt成長j下における稲作農民の動向を把握するうえで貴重な問題を提起し
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第 1国 名寄市の稲作転作状況
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ていると忠、われる。同氏の報告の袋旨をまとめると以下のとうりである。

低経済成長下の問題は農産物過剰と労働市場の基調変化である。農産物価格の抑制により農業所得

は伸び悩み、労働市場でも総議用がのびなやむ中で企業の地方分散は徐々に進んでいるが賃金の地域

間格差、男女間格差は臨定化したままである。またζの賃金僻白域間格差の要因として在宅就職五志向の強化

と農産物価格の抑制による農民層分解の進展が労働力の供給EE力を強めているためと考え、そして乙

れが農家数減少の鈍下のもとでの専業農家の増加への転換、兼業農家の減少率の拡大(s兼の減少へ

の転換)という兼業動向の変化となって現われてきていると指摘している。更に同氏は ζのような兼

業動向の変化を、基幹的農業従事者の就業構造の面と、コーホート分析を利用した就業状態異動の面

から詳細な数量分析を行ない、 「新卒の基幹的農業従事者は依然として少なく、青壮年層の過半数が

f他主jとして継続し青壮年既就業者の就業状態異動は少なく、定年後帰農がお ζなわれるのが、低

成長下の就業動向であった。 ζの状態がとれからも続くとすると、今後、青壮年j蓄の基幹的農業従事

者はさらに急速に減り、脊壮年の大部分が rf蛙 Jとなり、基幹的農業従事者は、定年後という状態

となるoJ 4)と予測している。

以上のような中安氏の分析が f低成長J下における兼業農民の動向と展望として一般化されるため

には、 f低成長J下におけるより実証的な兼業農民の存在状況の把援と農民の主体的対応、の位置づけ

によって検討されなければならないと考える。そしてそのために、本穏では、中安氏が「低経済成長
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下の問題Jとして指摘したニつの問題、すなわち農産物過剰と労働市場の基調変化の最も典型的に現

われている地域として北海道・名谷市A集落の事例をとり上げる。つまり農産物過剰問題のひとつの

穣として稲作減反政策下の北海道稲作号号、また労働市場の基調変化の反映として農村の f地域労働市

場jの変化を考えるからである。また乙うした条件のもとに農民の主体的対応と結びついた地域差量業

発展の展望として農民の学習課題を明らかにしたい。

2 r低成長 j下の地域常働市場
「ヰ七眼J稲作地帯と呼ばれている地域の多くはまた過線地帯でもある。その中にあって名寄市は構

造的不況のもとで極めて脆弱ながらも独自の「地域労働市場jを形成している。そ ζでまず、名寄市

の地域労働市場の特徴をつかむため、 19 7 0年代を通じての農家労働力の動向を分析したい。名寄

市の農家労働力は、①離農、@新規学卒者の農外就職、各耀営主・後継者の兼業、④季節出かせぎ、

@主婦の差是外就労、などの形態をとって労働市場へ流出してきた。そして乙の流出した農家労働力は

1. 3 5 6人(1 9 7 0年の主たる農業従事者の 46. 8 % )にも及んでいる。しかしながら、 19 7 3 

年以降の構造不況による労働市場の縮少による出かせぎ者の減少と、離農農家の「在村J傾向などを

考え合わせると、流出5)農家労働力の多くが大都市の労働市場ではなく、名寄市をゆ心とした地域労

働市場に吸収された ζ とがわかる。そして実際に.70年代の名寄市の地域労働市場の変化の状況を昆

ると、 ζの間急速に就業者数を増加ぢせているのは5-29人の小企業層の臨時・日雇部分であり、更に

ζれを産業別にみると、この間lζ増えているのが製造業などの生産型産業ではなく、卸小売業・サー

ビス業などの非生産型産業や建設業などの公共投資依存裂建業である ζとがわかる。以上のζとから

'70年代に農外Iζ流出した農家労働力の多くが地域労働市場の中でも生産とは産接結びつかない援業

の不安定就業者層として滞留してきた、という ζとがわかる。

そのひとつの現れとして、名寄市の階級構造の変化と、その特徴を拐らかにしたい。(第1表)

まず、名誉子市の「人口総数Jと f労働力人口JI乙注Bすると、 19 6 0年から 80年までの 20年

間ほぼ 8万 50 0 0人台を維持してきている ζとがわかる。乙れは道北地方の他の市町村が深刻な人

口減少・過疎化に悩んでいる ζ とと全く好対照をなすものである。したがって、①名寄市が道北地方

の中核都市(口地域経済圏の中心)としての性格を持っている ζとがわかる。また、階級構成そのも

のの変化を見ると、資本家階級と労働者階級が増加している一方で農林漁業中間層が著しく滅少して

いる ζとがわかる。 ζのことは、中間層の多数をおめる農民層が資本家。労働者の二大階級に分解し

てきた ζとを示しているが、しかしその圧倒的部分が労働者へ「没落Jしたと考えて間違いない。 ζ

のように、②農民層分解によって地域として労働者階級が増加している ζとが第2の特徴であると蓄

える。更に名寄市の「基地の町jとしての特性に注gする必要がある。名寄市には自衛隊の駐とん地

があるため、結果として多数の公務関係労働者(1 981年 5，36 7人)をかかえている。乙れは、
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第 l表名寄市の階級機成 (国勢調査より作成)

よpごと 196ト令]975 1975-令1980

1960 1965 1970 1 97 5 増減率働 1 980 増減主主

人 口 絵、 数 35.859 36106 35β35 35145 .c". 2.0 35.031 乙込 0.3
(ム 0.7)

労働力人口 16，2(6l 2 O O) 163{ 28 

l 8L，34(U2117 9 2必.6、ト1-6tit1E1位
ポ{斗4ャヂ9.3 ) 

-1(6u2560m58晶39 i ) 
十 3.1

100 

資本家階級 1{502 9) 
円二刊誌一一

中 間 }議 84f1297 81) 55f 02 
弘634

8，6〔22125) ム(4ム1.1633 L8.320689 ) 
乙込 7JJ

32.5 ( 28.3 2 
4.431 3.340 2.544 1.619 ム63.5 1384 乙ミ14.5
(27.2 ) く20.5) 05.5 ] (10.0) (.c".z 1.2) ( 8.3) 

鉱工運通従事者 255 309 344 353 
十台(十8品12.8) 

361 十日
( 1.6) ( 1.9) ( 21) ( 2.2) ( 22) 

溜業金融サービス 1，(5l 1 933 l，f 658 I，f 7岳6 1，f61305 .11 十fふ8.22.7) fl，692.2 8) 
ぷ>. 0.8 

10.1 10.6 

労働者階級 9，8( 11 l os f46 L3 11，{ 181 IL{7?930 .2) 十マf2斗0-28.7〕 12A409 7〕 十 5.360.3) 8晶 68.1 (7 

村漁業従事者 320' 327 391 318 ぷ~ 0.6 284 乙ミ10.7
( 2θ) ( 2.0) ( 2.4) ( 2.0) 〈ム 0.2) ( 1.7) 

鉱工透通従事 S，6t O 7 生.559 生.676 4.470 十23.9 弘534 十 1品
22.2 ) (27.9 ) (28.5 ) ( 27.7) 

→(同5十4A8θ) 
(27.3) 

商業金融サービス
2B，，99(t l2158 4 88.02〉) 

3.898 岳.284 4.523 5.0!も? 十11.6
(23.9 ) ( 26.1 (281 ) L十18.1) (30.4) 

公 務 2，fO518 2.6 L8(019 I O BA{813 53) ムf1ム6.6553 L Z，51l 5l5 〉十 2.1

完全失業者 〈1001.8〕 {1711 .07 ( 177 2f27 1.4) 十{1斗74481.6 {B 61.5 8) 
十16，7

1.1 

内自衛官 t概数)
ー 1.5 00 1.300 1.900 十(2十6:王733) 

2.000 十 5.3

L注)階級機成!i...産業部就業者・大分類(A農業 B林差是・狩猟業 C漁業・水産養矯業 D鉱業
日建設業 F製造業 G卸売業・小売業 H鋪童・保険業 I不動産業 J運輸・通信業
K'議気・ガス・水道・熱料給業 Lサービス業 M公務 N分類不能)と従業よの地位5区分
( (a)雇用者同役員 (c)康人のある業主(ゆ雇人のない業主 (e)家族従事者)とのクロス表を
利用した。

f資本家階級J={ゆ全 農林漁業従事者口A、 B、C
r!'T関f露j 口(c 、d、e)全 鉱工透過従事者=D、E，F， J 、K
「労働者階級J口匂)全 商業金融サービス口G、日、 I、L、N

公務 官 M
自衛宮数は、基地単位での把握が儲難の為、さ当既年』ζ間基地に駐とんした部隊の人員から概算
した。

r 1 9 6 0 →1 9 7 5増減率jの機の()内の数字は 5年毎の平均増減率

③地域労働市場が軍事墓地をふくむ第 8次産業iζ大きく依存した緩めて脆弱な碁燥しかもたないζ と

を明らかにしている。

3 A集落の兼業構造と学翠課題

前述のとうり、名寄市lζは滋反政策下で水回のほとんどを転作した畑作地帯智窓文地区と、モチ米

生産によって稲作を守り続けている名寄地区とがある。 ζζでとりあげるA集落は名寄地区の中でも

穏作経営がとくに大きな役割を果している地域である。しかしながら、 '78年以降水間利用再編対策

(=第B次減反)が実施される中で、従来の緊急避難的転作から恒常的転作複合経営へ取り組まざる

をえなくなりますます高率減反・転作圧力が農業生産力条件を急速に悪化させている。そのため農家
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経済は、土地改良費、農業機械施設投資による負債の場加、減反、冷害警による農業所得の減少と、家

計費の高騰(生活費、住宅建設、生活設備費)によってますます悪化してきている。

乙のように稲作経営のや核地であるA集溶のような地域ですら農業生産力条件、農家経済の悪化に

悩んでいる乙と自体、 ζの地域における稲作主主反政策の深刻さを示しているといえよう。しかしなが

ら減反政策下における農業経営の悪化は一様に進行しているものではない。乙のA集落でも経営規模

による対応の差がはっきりとあらわれている。 ζ乙ではとりあえずA集落の農家を(1 )階層(7.5 

ha以上)、(n )階展(5.0 ha以上で 7.5ha未満)、〔車〕階層(3.0 ha以上 5.0ha未満)、

( IV )階層(1.0 ha以上 3.0ha未満)、(v )階層(1. 0 ha未満)の五つの階層に分けて分析し

fこL、。

まず、 A集落の転作状況を 19 8 1年時点で見ると(第 2表)、転作率では調査農家が 1戸しかな

い(v )階層を例外とすれば、 lまぼ全階層的iζ25-29%台の転作を行なっている。乙れはA集落

内での転作面積の配分を基本的iζ偲別農家lζ均等配分する ζ とが農民間で合意されているためであり

第2表 A集落転作状況 t作付面積 )-1981年度 単位ha

はと 較偶
水稲 転作 小麦えん麦大.R 小豆 ビートイチゴ玉ネギカヰまちゃア;:N.... ~ラ ( %) 

I 60(.16 0) 25LA10l ) 18(.1g 0) 2.(65 6〕 2.{12 4) 13 (2) 0.(07 1) 1.(8 4) 。晶( 1) 295 

II 45L.鈎12-.2 18t 8q 日〕 5L 91 5) 23(8 4) 20(6 2) 35 【a) 011 1) 0L 85 Z) 00{9 1〕 18f3 s〕 291 

1II 85(911 2) 1(21118 ) 告f867〕 08(8 1) 。晶f41) 12 f l〕 23f8 s) 90(5 1) 10 fl) 11 fg〕 253 

IV 16(m 12) 【5.6日1〕 4(23 7〕 04(島 1) 01{5 l) 0I05 I) 00{8 1) 02f8 z) 25.6 

V O(I8 U 0(811 】 08{1 11 70.5 

言十 15t8m必) 6216 28晶 306 552 8晶7 7.44 027 3i島8 0!77 293 282 
(40) (29) ( 5) (10) ( 6) ( 9) (晶) ( 8) ( 4) ( 6) 

※(  )内は農家戸数 1 9 8 1年 7月のA集落調査察より作成

上層ほど転作率が道子高くなっているのは農地の貸借調係の中で地代を転作奨励金によって支払うと

いう形態が一般化しているためである。しかし ζζで注目すべき事実は転作作物の作目比重の階層に

よる違いである。 A集落において集約的作物(イチゴ、玉ネギ、かぼちゃ、アスパラなど)を積極的

に導入しているのは(n )・(11 )階層であり、(1 )階層でも集約的作物(とくに玉ネギ)の導入

が試みられているが転作面積全体から見るとまだわずかであり、その中心は粗放的作物(とく !(jJ、愛)

iζ鐙かれている。また逆に(IV )階層でも粗放的作物〈とくに小麦)が多くなっている ζとは、世帯

員の半数以上が 50 - 60代であるというこの階展の特徴と深くかかわっていると思われる。 ζのよ

うに転作作物の集約化による経営の安定化志向が中層農を中心に起ってきており、 ζれが農民の学習

状況と密接にかかわっている ζとに注目する必要がある。

次lζ、ζのような農民の転作対応をふまえてA集落の兼業構造の変化に注目したい。
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第a表 A集落の農家戸数と世帯長男日兼業就労者数/各世帯員数

暗層
農 重臣 戸 数 経営耕地

1970 1975 1980 1981，7 

1 I 6 9 10業(161 ) 918MhtBHヴヨD) 
( 2.7) ( 92) (1叫) 兼 5 9.2 

II I 12 10 14 13 (21) 781加 h〈b2伊89 ) 
06  ) (15.4 ) (22.6 ) 兼業 10 6.0 

思 37 30 18 18業(29 ) 884β1加 M{2伊7.2) 
(49.3) (46.2) (29D) 兼 14

N 11 13 15 14業(22.6 ) 24.9h.恥(伊9.2) 
04.7 ) (20) (2も2) 兼 10 1.8 

V 13 e e 7空襲(11.3 ) 1.9h. ( 0.7) 
(17.3 ) (9.2 ) (9.7 ) 兼 B 0.3 ha/戸

言f 75 65 62 62業(100 ) Z703Mh(a1/0戸0) 
(00) (100) (100) 兼 H 4.会

司，

糸( )内は唖
農林業センサス及びA集落論変錦察より作成

兼業就労者/世帯員 (1981，7)

経営支 後継者 主婦 父母

18 0 z l 
z z 
11 13[3) 

9 
0 1 1o 2 

2 
12 11て3)

12R9 71) o o 12fH 1会て19) 
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a =認 l戸当りの兼業就労者数、 b=1戸当りの憶帯員数

綾夫歯営車主Z 

人世帯

o 

。
o 

q 

l 

8 

まず、農家戸数の階層別変動を見ると、 A集警の農民層分解が '70年代iζ 〔置〕階層を基軸に展開し

たζとがわかる。 ζれを今少し詳しく検討すると、， 70年代前半iζ(n )・〔襲〕階層から(1 )階

層へ上向する者がある一方で(v )階層を中心iζ離農が結っている。また続く '70年代の後半には、

〔置〕階層から(1 )・(n )階層へ上向していく者と(lV )階膳へ下向していく者への分解が活発

に進む。 ζのような農民層分解の進行が結果としてA集落にどのような兼業梼造をつくり出している

のか、階層別にその特徴をまとめたい(第8表)。まず[I ]階層は、他階獲に比べて経営主!習の農

業従事割合が高く、兼業従事者が次・2努や娘など農業経営に直接影響を及ぼさない部分lζ限られて

いるととに注目する必要がある。つまり ζの階層は 1世帯当たり 5署生人(労働年令人口岳人)という

豊富な労働力を背景として、農業基幹労働力を確保し、農業経営を積極的lζ進める条件のある階層と

いえる。また兼業の震用形態でも正社員腐という安定した形態をとるものが多く、 ζの階層の兼業が

他階層の兼業と性格を異にするものである ζ とを現している。また(s )階層は兼業労働が本格的l乙

碁幹労働力において比重を増し始める階爆であり、特i乙40代-50代の経営主腐が '70年代の後半

に兼業比主主を高めている ζとが特徴的である。そしてζの経営主のほとんどが短期の臨時.B履労働

者(とくに建設業中心)として兼業に従事している。乙のζとは ζの階層が農業経営iζ中心を置きな

がらも兼業による所得の補充を行わざるをえなくなってきている ζ とを示している。[1Il ) }習は (s)

階層と同様に経営主を中心として臨時・日濯の兼業に従事しているが、 65才以上の老令者数が全世

帯員の約 1/5安占めているなど、農業労働力の確保lζ問題がある。[lV)階層は労働年令人口のほ

ぼ 2/3が 50才-6も才であり、また世帯の 1/2が夫婦 2人世帯であるなど労働力の考令化が深

刻な問題となりつつある。また(s )・(1Il )階層lζ比べて兼業の比重が高く、兼業の中心も綬期の

臨待・日緩から 6カ月以上の長期の臨時・日雇iζ移っている(とくに建設業)。 ζの階層は経営規模

から言っても、また労働力編成から言つでも最も「離農予備軍Jといえる存在であるo [V]階層は

平均経営規模が 0.3haと極めて低い ζとからもわかるように、農業そのものが自給的性格であるため
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第4表 A集落の農民諸階躍の教育・学習とその特徴

最終学歴
F笹藩 取得している資格・免許 希望する学習・資格
経営玄・後継者 主 婦

尋.~草寸、 6 尋・高小6 土作づ作く物りの技術ttzz) ) 乾設備作業主任者
中卒 8 転 の研究 農業機械整備 (2)

高卒マ(4) 高若手 1 農業機械整備は〉 共簿i可綬記営Lの2)ぞEり方 大特免許 (8) 
短・大卒 1(1) 乾燥設備作業主任者(3)

後社流継通会者問の題問現題状 溶 接専学卒 2(1) !専学卒 2(2) ガス務接技能者 0) 

言t 16(6) 計 12(2)

尋・高小3 尋・烏j、l 土づくりの技術 危険物取扱者

中卒会 中卒 7 転作作物の研究(2)

高卒4(3) 高卒 l 離盤(2) 先住地視察
E 短・大卒 1(1)

天平事 費量 主1任者 普及所の講習

富十 12(4) 員十 。 経営分析の学習ま ガス話器接技能者

建築主事

尋・高小3 尋・高d、8 回線事事換の学審 大特免許(3)

中卒 g 中 E宇多
危大乾険燥特物設備取慾免作業煮許支izt任lz者)LI} 

転作作物の研究 (4) 農業機械整傍(2)

置 高卒 6(3) 高卒 20)
計 12(3) 富十 90) 

書玉狩ガ記掛猟ス技免落能許接者技管能者tL((1l11)〉) ) 

文化講演会 普通自動車免許

尋・高小 11 尋・高小 10 大特免許 0)

中卒 z 中卒 2 危険物取扱者(1)

高卒!u)高卒 2(l) 建設機械強工技締(1)

lV 短・大卒1U) 足場鍬並立て等割乍業主任者(1) 玉掛投書賭

専学卒 1 7オークワ7ト運転者 0) 大特E穏免許

言十 16(2) 言十 14(1) 

尋.~事，j、 l 導・高小1 建設機械総工技術 0)

中卒 8 8等航海士 0) 

V 高卒 2 高卒 1 日本広告写真家湯是正1)

計 g 富十 5 
Jイーテンダー (1) 

尋・ 5高小24 尋・潟小21 農業関係資格・免許 (20)
中卒 9 中卒 19

高卒 20(11 高卒7(2兼業員号係資格・免許 (20)
言f 短・大卒 3(3)

等学卒 4(3) 専学卒 2(2) 計 t岨)

言f 60U7) 計 49(4) 

費量最終学震の( )内は農業系、資格 免許の( )内は人数、}は農業関係。

1981.7 A集務総査イ園祭よ。

第 1営重量
生.llli総合・研究会 特 徴

総合同数

モチ米生産組合 専業率が高〈、農業基幹労働力を確保しながら、規模拡大をすす

1 0円 めてきた。転作作物は松放的なものが中心であるが、転作作物の研

3戸
えびすカボチャの 究・経営改善学習に意欲的であり、後藤悪者世代を中心iC幾業専門教

会 3戸 脊を受けた者が多い。今後、比較的恵まれた教育・学習基援をふま

道北そ菜振興会 えて、大;規模稲作絵営の中にどれだけ集約的転作物を導入して安定

5戸 した複合綬営をつくっていくかが課題となっている。

モチ米生産組合
経営主濃の兼業就労苦手j合が高くなっており、総人の農業に果たす

1 0戸
役事司が媛大している。減反政策下ではモチ米の積極的導入と兼業収

入とによって経営の維持・拡大をはかつてきた。また集約的作物の

4戸
えびすカボチャの

導入も積極的に行なわれ、後継者を中心とした農業知識・意欲の著書
会 2戸

道北そ菜振興会
穣があるにもかかわらず、兼業の不安定性のために媛模拡大、集約

5戸
化がスムーズに進んでいなL、。農業集約化と兼業の効率化が課題で

ある。

モチ米生産組合 減反政策下における燦民!謹の分解葱軌をなす!習であり、集約的作

9戸 物の導入と兼業へ0::依存を強めながら綬営を維持している。後継者

えびすカボチャの 穏を中，いに農業専門教脊を多くの者が受けており、また転作作物の

3戸 会 l戸 研究iC特に熱心である ζとから、集約fじによる所得拡大を志向して

遂北そ梁振興会 いる。しかしながら、現在的営農状況では兼業から離れる己とが不

2F 可能であるため、営農と兼業の円ランスをどうとっていくかが諜題

である。

モチ米生震総合
年令の著しいアンバランス(5 0才代に集中〉制限題である。ま

11 F 
た後継者層が世帯を離れて綬営主夫綴 2人世帯が半数を占め、農業

えびすカボチャの
労働力にめぐまれていない。減反政策下正兼業への依存を一層強め

61" 会 2戸
てきた均企、就労銭関は長期であっても不安定t臨・日騒)な者が多

選iとそ菜掻興会
い。今後、人口白老令化が必至であるため、営農組合を通じての穏

作の努力化をばかりつつ、労働力状態iζ合わせた経営形態をどうつ
会戸
くっていくかが関われている。

労働年令人口の全てが「兼業JiC従事しており、農地の大半は貸
付けられている。しかしながら「策議j身分は不安定であり、地域

OF' 労働市場の動向に規定されやすいなど「農村維業麗jとしての性格

を強く示している。今後、地域にどう安定した属病を確保してい4
かがさき[面的課題となっている。

モチ米生君主総合 o農民!薗分解は[1lI)~皆贈を基教に展開している。
40戸 o 7 0年代後半に入ってそれまで激滅していた農業従事者が矯加に

1 6戸 えびすカボチャの 転じた反菌、急増していた兼業者が急成した。

会 8F' 。しかし、専業農家の増加は下層農民的専業ftiCよるものであり、

選北そ菜猿興会 また兼業身分の不安定性が領常イとしているため、農業綻営は一騎

1 7戸 不安定化している。

o [IlI)階層以上層の農業集約化傾向吾、生産組織、研究会を通じ

ていかiC下層の条件に合わせた営農形態の確立へと結ひ'つけてい

くかが課題。



労働年令人口の全てが「兼業JIζ従事している。いわばA集落における f農村雑業層Jであるとぎえ

る。しかしながら乙の階層がほとんど「兼業jに依拠しているとはいえ、その生活は必らずしも安定

したものとはいえない。つまり、 ζの階層は労働者化しつつも土地を離れる乙とができず有利な雇用

条件を求めてoEEHζ移動できないために、長期の臨時・日援を続けるという不安定さをかかえっづけ
ているO

それでは、以上のようなA集落の農業構造をふまえて、稲作減反政策下で農民がどのように過酷な

農業環境を克服して地域差量業を発展させうるのか。その主体的契機となるA集務における農民の教育

状況と学習婆求を階層汚IHζ検討したい(第4表)。まず、経営主・後継者・主婦の最終学歴を見ると

( I ) -(置〕階層に農業系の専門教育を受けた者が多く、(v )階層には全くいないなど、農業専

門教脊と経営規模との相関性がはョきりでている。また資絡・免許の所持状況では、上層ほど農業関

係のものが多く、しかも(n )階層以下から急、に兼業関係のものが増えるという、兼業状況と相関性

の高い結果そ示している。また学習・資格取得要求などでも農業・技術，経営iζ対する強い婆求を持

っているのは〔理〕階層以上である他、上層ほど経営関係の学習要求が強いという傾向を示している。

乙のように農民の教育状況と学習要求について見る限り、若手経営主・後継者を中心に多くの農民が

農業専門教育を受け、営農へ向けた強い学習要求を持つ(1 )・(H )・〔置〕階層において、格作

減反政策下での地域農業発展の主体的条件がつくられつつあるといえる。更に今後、 ζの動きに中・

高年層の多い(lV )階層をどう笠置づけていくかが課題であると思われる。

4 まとめ

それでは ζζで、*稿の冒頭で援超した中安氏の「低成長J下の兼業農家iζ関する分析に関連して

本稿の論点を整理したい。名寄市の毒事・兼別農家数の変化を.7 0年代について見ると(第 5表)、

名寄市においても 1975-80年iζ農家戸数減少率の鈍化、専業農家の持ち直し、兼業農家の減少

など、会開的動向とほぼ一致した傾向が現われている。しかし ζζで注目しておきたいことは、 ζの

観向を経営規模別iと見ると毒事業農家数が矯加に転じているのが(lV )・(v )階層という下層である

という ζとであるO つまり、農民層分解の変わらぬ進展の中で、 ζのような「帰農j現象が起ってい

る。しかし、中安氏が指摘したようなライフ・サイクル論的な「定年後帰還量jの結果として、

家率が増加したというメカニズムがあるとは考えにくい。むしろ名寄市のように地域労働市場の形成

の遅れた地域では、不安定状態で吸収されていた農民労働力が「低成長j下で反発された結果、

年j翠を中心iζ農業毒事業へ復帰したと考えた方がよいのではないかということである。写実際に名寄市A

6) 
集落の事例は乙のζとをもの諮っている。 したがって「低成長j下で増加している専業農民の実態

は兼業所得を期待しつつも農業所得に頼らざるをえないという、より窮迫したものではないのかとい

うζとである。
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また「地域のよりよい土地利

用の方法を見出すカJ7)として

農地の流動化を促す ζとが、は

たして f兼業農家や高令農家の

農業生産を支える力Jとなるの

か。 ζの点についてA集落の事

例を紹介したい。 A集落には第

1営重量生産組合があり、農作業

の共同化をはかつている。個別

経営の枠を越えた地域農業発展

の試みとして注包される ζの組

織も、下層農家の農地を上層農

家へ移転させる機構となりつつ

ある。そしてζれがし、ずれ下層

農家の離農を促すだろうと考え

られる。つまり、土地利用の中

味が問題なのであり、それが

f兼業農家や高令農家の農業生

産を支えるJものとして設定さ

れないかぎり、 f地域のよりよ

い土地利用Jとは農地の流動化

z 離農の促進を意味するだけの

ものになるのではないか。そし

てとれを両立させうる土地利用

とは、共同生産組織の民主的選

営・強化を前提とした儲別農家

次元と地域次元の二重的な意味

での農業の複合化、集約イヒの方

向であると考えられる。

第 5表名寄市の専・兼別耕地規模別農家数

階層 毒事・兼業形態 11J70 11J75 11J 80 

毒事 業 農 家 31 3 8( + ?) 40(+ 2) 

恒常的勤務 ? 8( + 1) ll(+ 3) 

出 稼 ぎ 3 3( ー) l(ム 2)

人夫・臼廃・臨王子 5 20( +15) 36( +16) 

兼 業 農 家 15 31(+16) 48(+17) 

総 戸 数 46 61Jい-23) 88(+11J) 

専 業 農 家 87 2 8(.651J) 26(ム 2)

恒常的勤務 22 14(，ム 8) 10(ム 4)

E 
出 稼 ぎ 8 4Cム 4) 2(，ム 2)

人夫・日雇・臨時 13 38(+25) 54(+16) 

兼 業 農 家 43 56(+13) 66(+10) 

総、 戸 数 130 8晶凶6) 1J2(+ 8) 

主挙 業 農 家 147 55(品川 36(AIIJ) 

億常的勤務 38 35(ム 3) 21(，ム14)

直
出 稼 ぎ 16 12(ム晶〉 3(ム IJ)

人夫-8緩・臨時 45 76(+31) 64(ム12)

兼 業 農 家 IJIJ 123( +24) 8 8(A35) 

総、 P 数 246 178(ム68) 12岳L品晶〉

専 業 農 家 51J 25(A34) 28( + 3) 

信常的勤務 63 62(ム 1) 51J(，ム 3)

W 
出 稼 ぎ 11 8(ム 3) 2(ム 6)

人夫・臼雇・臨時 61J 62(ム 7) 53(ム IJ)

兼 業 農 家 l岳8 132(ムll) 114(.ム18)

総、 Fコ 数 202 157(A晶5) 142(A15) 

専 業 農 家 17 7(.ム10) 17(+10) 

恒常的勤務 70 57(Al3) 56(，ム 1)

V 
出 稼 ぎ l 3( + 2) 3(四〉

人夫・日濯・臨時 21J 35(+ 6) 31(，ム 4)

兼 業 農 家 100 1J5(ム 5) 。O(ム 5)
総 戸 数 117 102 (.ム15) 107( + 5) 

毒事 業 農 家 341 153(ム188) 147Gム 6)

恒常的勤務 200 176(.ム24) 157CムllJ) 

言十
出 稼 ぎ 3自 30(ム 9) ll(β11J ) 

メ決・日産・臨時 161 231(+70) 23 8( + 7) 

兼 業 農 家 400 437( +37) 406Cム31) 

総 戸 数 741 51J0(ム151) 553(A3 7) 
」ー

※ ( )は矯滅戸数 ( f;農林業センサスjより)

く階層>(経営耕地面積)

1 7.5 h a以上

II 5. 0 -7. 4 h a 

III 3. 0 - 4. IJ h a 

lV 1.0-2.9ha 

V 1.0ha未満
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連記

1) 山包定市・中島信 f地域産業と教育lζ関する調査研究報告一地域経済の構造変化と住民生活j

(北海道大学教育学部『産業教育計画研究施設研究報告書第 19号j所収)p・69-70!ζ詳し

し、。

2) r名苦手モチ生産組合Jについての紹介としては、中島信「米作の北限地帯モチ米生産で活路をひ

らくJ( rあすの農村J1 9 8 0年 12月号所収)を参照されたい。

3) 1 9 8 2年度目本農業経済学会大会報告婆段、東京農工大学農学部、中安定子 f低成長下の兼業

農家-80年センサス分析を中心としてーJp.1-27 

4) 前掲審 p.8

5) 北海道農業会議 f本道における離農転織の動向J昭和 56年 l月 p・17 

6)付表名寄市A集落の男子就業状態移動。移出数(1975年→1980年)

Mi 
「幾¢泳j

殺到から 「他主Jから 「他のみJへ
から

農他 農継他 長量 農 継 偽 重量 他 継: 言十

主主 の主 の 主 の の 主み み み み
J¥J¥  へ続へ J¥ J¥ 続 J¥ J¥ 〆¥ 統

15-3生二ず 8 3 1 2 2 一 1 I 5118 

35-54才 ? 1 2 2 一 9 1 1 4127 

55本以上 z 2 一 1 一 5 

言十 10 4 5 6 一 2 10 I 2 1 9150 

7) 中安、前掲審 p.8
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